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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第６期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．平成17年11月18日付で１株につき３株の株式分割を行っております。 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) － － － － 1,048,046 

経常利益 (千円) － － － － 164,779 

当期純利益 (千円) － － － － 107,922 

純資産額 (千円) － － － － 2,764,893 

総資産額 (千円) － － － － 2,942,565 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 68,257.17 

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － 2,792.94 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － 2,653.65 

自己資本比率 （％） － － － － 93.9 

自己資本利益率 （％） － － － － 4.9 

株価収益率 （倍） － － － － 125.67 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － 223,638 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － △436,334 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － 995,633 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) － － － － 2,030,626 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人）

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

53 

(6) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第５期までは関連会社が存在しないため、また第６期からは

連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

３．第３期には350,000千円の無償減資を行いました。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第２期及び第３期については、１株当たり当期純損

失が計上され、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。第４期については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

５．第２期から第４期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりません

ので記載しておりません。 

６．第３期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 94,610 366,544 633,219 821,860 1,048,046 

経常利益（△損失） (千円) △210,297 △110,982 84,752 160,987 173,553 

当期純利益（△損失） (千円) △210,587 △112,885 152,099 142,541 115,429 

持分法を適用した場合の 

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 400,362 200,362 200,362 582,862 1,084,067 

発行済株式総数 （株） 8,293 10,693 10,693 12,693 40,507 

純資産額 (千円) 160,806 347,920 500,020 1,654,562 2,772,400 

総資産額 (千円) 212,685 401,042 591,136 1,768,242 2,936,465 

１株当たり純資産額 （円） 19,390.62 32,537.22 46,761.47 130,352.33 68,442.51 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額） 

（円）
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益 

（△損失）金額 
（円） △25,393.38 △11,096.02 14,224.24 13,262.16 2,987.24 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － 12,928.96 2,838.25 

自己資本比率 （％） 75.6 86.8 84.6 93.6 94.4 

自己資本利益率 （％） － － 35.9 13.2 5.2 

株価収益率 （倍） － － － 171.92 117.50 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △91,367 141,393 242,228 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △105,138 △115,992 △143,821 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 300,000 － 1,006,821 － 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) － 117,059 142,460 1,247,688 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人）

2 

(11) 

11 

(28) 

27 

(14) 

39 

(4) 

51 

(6) 



７．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第３期以降の財務諸表について城東監査法人の監査を受

けておりますが、第２期の財務諸表につきましては、当該監査を受けておりません。 

８．第６期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

９．平成17年11月18日付で１株につき３株の株式分割を行っております。 

２【沿革】 

年月 事項 

平成12年９月 東京都港区赤坂において、インターネットを利用した与信管理サービス業を目的として、資本金

325百万円でリスクモンスター株式会社を設立 

平成12年12月 取引先の与信判断ツール「ｅ－与信ナビ」サービスを開始 

平成13年１月 取引先の信用力の変化を把握するツール「ｅ－管理ファイル」サービスを開始 

平成13年５月 本社を東京都千代田区神田司町二丁目８番地に移転 

平成13年７月 マーケティングリスト作成ツール「攻めモンスター」サービスを開始 

平成13年９月 大阪支社開設 

平成13年10月 取引先全体のリスク構成を分析する「ポートフォリオサービス」を開始 

平成13年12月 株式会社ジー・サーチと提携し、ｎｉｆｔｙ顧客向けに情報配信 

平成14年３月 新事業創出促進法に基づく認定取得 

平成14年10月 名古屋営業所開設 

平成16年１月 「ＩＳＭＳ適合性評価制度」認証取得 

平成16年３月 本社を東京都千代田区大手町一丁目２番３号に移転 

平成16年８月 信用保証サービス「Secured Monster」をスタート 

平成17年２月 「ＢＳ15000（ＩＴサービスマネジメントシステム）」認証取得 

平成17年３月 大阪証券取引所ヘラクレスに株式を上場 

平成17年５月 与信管理ＡＳＰサービスに関する設備の全面リニューアルを開始 

平成17年７月 セキュリティ強化とサービス拡張を視野に入れ、新認証システムに「ＪａｖａＣａｒｄ」を採用 

平成17年11月 法人データ付アウトバウンドサービス「テレアペンドサービス」を開始  

平成17年12月 リスモン・マッスル・データ株式会社（現連結子会社）を設立  

平成17年12月 新株予約権（第三者割当て）の発行  

平成18年２月 営業支援サービス「マーケティングモンスター」を開始 

平成18年３月 「ＩＳＯ20000」認証取得 

平成18年３月 サイバックス株式会社と資本提携及び業務提携 



３【事業の内容】 

(1）当社グループ事業の背景とその概要 

 法人間における取引は通常、企業間信用取引（以下「与信取引」という。）として行われます。与信取引とは、

取引先との間に、経済的または、短期的に循環して発生する取引において、営業上の未収金が発生する取引形態を

いいます。本来、商取引に際しては販売及びサービス業における役務発生と同時に現金取引を行うことが、債権の

管理上、最も安全と言えますが、取引が頻繁かつ継続的に発生するとその都度現金を受け取るのは非効率であり、

また、取引先の信頼の度合いに応じて、未収金を回収する期間が約束され、その結果として売掛金や受取手形等の

販売債権等の発生が伴う与信取引が行われることになります。しかし、与信取引においては、将来、販売代金を現

金で回収できるかどうかは確実ではなく、常に回収できないかもしれないという不確実性があります。それゆえ

に、与信取引は継続的な管理（以下「与信管理」という。）が必要となります。与信管理を行うためには、取引先

のデータを収集・分析することにより取引先の信用力やその動向を予測・管理する作業が必要となり、与信管理を

通じて販売代金の回収の確実性を高めていくことが、企業経営の重要なリスクマネジメント戦略の一つとなってお

ります。なお、与信管理は会計、法律及び経営等に係る多くの知識が必要であり、専門性も要求されます。さらに

近年、企業経営の透明性が求められる環境の中で、与信に係る判断基準については、主観的基準のみならず客観性

も強く求められつつあります。また、急速に進む社会のＩＴ化、ｅビジネスへの転換の流れは企業間競争を激化さ

せ、ひいては意思決定のスピード及びコストダウンが求められ、新しい与信管理のあり方がクローズアップされて

おります。 

 当社は、このような与信管理の再認識傾向を見込み、平成12年９月に、これまで明確な形で存在していなかった

審査・与信管理業務のアウトソーシング市場を自ら開拓・確立する目的で設立されました。 

 当社グループは、リスクモンスター株式会社（当社）、当社の連結子会社１社で構成しております。  

 当社と当社の連結子会社（以下「当社グループ」という。）の事業内容は、当社が独自に開発したシステム「Ｒ

Ｍ２ Navi System」を利用して、株式会社東京商工リサーチ他、企業信用情報提供会社の有する約170万社の企

業情報の信用力を定量化し、インターネット経由で与信管理サービスを行う「ＡＳＰサービス」と、会員の取引先

に係るポートフォリオの分析や金融サービス、マーケティングサービス、デジタルデータ化サービス等の「ビジネ

ス・プロセス・アウトソーシング（注）（以下「ＢＰＯ事業」という。）を目的とした提案を行う「コンサルティ

ングサービス」に大別することができます。  

 また、当社は、双日株式会社を中心とする企業グループ（以下「双日グループ」という。）に属しております。

双日株式会社は当連結会計年度末現在、当社の発行済株式総数の28.06％を所有しております。双日グループに

は、当社の会員として当社からサービスの提供を受けている企業もありますが、取引は一般取引先と同様の取引条

件にて行っており、当社売上高合計に占める双日グループの取引額は約６％と少額であります。  

（注）ビジネス・プロセス・アウトソーシング(ＢＰＯ)：企業内の業務をプロセスごと一括して受託するサービス  

＜事業系統図＞ 



 なお、主要なサービスは下記のとおりです。 

（サービス一覧） 

 （注１）ＡＳＰサービス 

 企業等の会員に対して、インターネット等を介してアプリケーションソフトを提供するサービスです。 

 （注２）ＲＭ格付 

当社では、企業を大きくＡ～Ｆの６段階に格付し、当該格付情報を会員に提供しております。この格付は、過

去の倒産実績に裏付けられた独自指標であり、Ａ格の企業は倒産確率が低い、つまり倒産しにくい企業、逆に

Ｆ格の企業は倒産確率が高い、つまり倒産しやすい企業といえます。定期的なデータ更新等によりロジックの

補正を続けているのもＲＭ格付の大きな特長です。 

 （注３）ＲＭ与信限度額 

さまざまな与信限度の設定法が提唱されておりますが、当社ではそれらを複合させ、致命的なダメージを受け

ない与信限度額として、①会員企業の財務体力に応じた格付ごとの“基本許容金額”、②取引先の仕入債務の

シェアを考慮した売込限度金額、さらに③会員企業の決裁権限に応じた決裁限度金額の３つを算出し、その最

小値を「ＲＭ与信限度金額」として提供しております。 

 （注４）アラーム通知 

当社では、会員企業に代わり取引先の信用状況変化や、企業信用情報の変更を把握し、電子メールにて通知し

ております。 

サービス名称 サービス内容 

ＡＳＰサービス 

（注１） 

ｅ－与信ナビ 

 倒産実績に裏付けられた倒産確率を表すＡ～Ｆの６段階のＲＭ格付

（注２）と、会員企業の財務体力を考慮したＲＭ与信限度額（注３）

等、与信意思決定に有効となる具体的な取引可否判断指標を提供する

サービスです。新規取引や既存取引先の与信判断のツールです。 

ｅ－管理ファイル 

 継続的に与信が発生する取引先を登録し、一括動態管理を行うツー

ルです。登録企業の信用状況及び企業データに変更があった場合に、

電子メールにてアラーム通知（注４）する機能が特徴です。取引先の

信用力の変化を常時把握することで機動的な債権保全が可能となりま

す。 

攻めモンスター 

 企業データベースから、所在地や業種、資本金等の検索条件を指定

し、マーケティングリストを作成するツールです。また、ＲＭ格付を

利用した検索機能もあり、企業データベースの中から優良企業を選別

し、効率的な営業活動が可能となります。 

その他サービス 

 ＲＭ格付ロジックの精度の検証として、毎月の格付別倒産実績を公

開しているアナリストモンスター、審査用語辞典や契約書式集等実務

に役立つお役立ちツール、取引先の詳細情報の履歴がわかるプレイバ

ックモンスター、市場調査レポートマーケティングモンスター等があ

ります。 

コンサルティング 

サービス 

ポートフォリオ 

サービス 

 取引先全体のリスク構成を、ＲＭ格付やＲＭ与信限度額等当社独自

の各指標を駆使し、低コストかつ短期間で分析するサービスです。 

マーケティング 

サービス 

 既存顧客、商圏を当社独自の各指標で分析し、営業支援を行うサー

ビスです。  

金融サービス 

 ＲＭ格付と連動した保証限度額・保証料率が設定される信用保証サ

ービスや取引信用保険等の債権保全サービスがSecured Monsterシリー

ズです。会員はＲＭ格付という統一した債権評価基準を保有すること

で、より具体的な債権保全のマネジメントが可能となります。 

その他サービス 

 ＲＭ格付やＲＭ与信限度額等当社サービスを活用して、会員企業に

合わせた与信管理規程作成サービス、また、社内啓蒙を目的とした研

修サポート、情報をスピーディーにデジタルデータ化し分析するサー

ビス等も実施しています。 



(2）会員獲得活動について 

 当社は、会員獲得のための営業活動を原則として、潜在顧客への訪問開始から成約に至るまで一貫して当社の営

業社員により行います。何故ならば、与信管理業務のコンサルティングと当社サービス内容の説明を同時並行して

行う必要があり、また、与信管理に係る専門知識が要求されるからです。なお、潜在顧客の開拓は、注文紹介業務

委託契約締結の協力会社からの紹介、セミナーの開催、雑誌・新聞等への広告掲載、メール・マガジンの利用、当

社が保有している企業情報データベースを利用したダイレクト・メールの発送やテレマーケティング及び既存ユー

ザーからの紹介等により行います。 

４【関係会社の状況】 

 （注） 有価証券報告書提出会社であります。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．当社グループの事業は、情報サービス事業単一セグメントのため区分掲記しておりません。  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前事業年度末と比較して12名増加しているのは、業務拡大及び内部統制強化に伴い増員を行った

ことによるものであります。  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有（被
所有）割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

リスモン・マッスル・

データ株式会社  

東京都 

千代田区 
100 

マーケティング業

務の効率化を支援

するＢＰＯ（ビジ

ネスプロセスアウ

トソーシング）事

業 

85.00  

データ解析等のアウ

トソーシング他 

役員の兼任等 

（その他の関係会社） 

双日株式会社（注） 
東京都港区 130,549 卸売業 被所有28.06 

当社サービスの利用他

役員の兼任等 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 53 (6) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

51(6) 31.5 1.8 5,027 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、企業収益の好調を背景に景気反転による需要拡大の兆しのため、

設備投資の増加や雇用環境の改善等の明るさが見られました。情報関連投資に関しましては、需要拡大に対応する

ため、これまで消極的であった調達、販売といった収益拡大目的の投資が拡大しつつあります。 

 こうした状況の下、当社は平成17年12月20日にマーケティング業務の効率化を支援するＢＰＯ(ビジネスプロセ

スアウトソーシング)子会社リスモン・マッスル・データ株式会社を設立し、また営業支援ソリューション事業者

との戦略的提携、ｅラーニング事業者との資本提携等積極的に展開いたしました。今後は、当社の会員企業に対し

て、与信管理サービスだけでなくマーケティングサービス、つまり、「攻めと守り」のサービスを提供すること

で、売上の増加につながる収益基盤作りを目標としています。  

 当連結会計年度の売上高は1,048,046千円と堅調に推移いたしました。経常利益につきましては、上場維持費用

及び内部管理体制強化等のための費用増加があったため、164,779千円になりました。また、創業からの税務上の

繰越欠損金が一掃され税効果会計適用後の税金費用の負担率が増加したことに伴い、当期純利益は107,922千円と

なりました。会員企業数につきましては、前期末に比べて897会員増加し、2,917会員（前期比144.4％）となりま

した。 

会員数の推移は次のとおりであります。  

 （注） 会員数は当社に会員登録されているＩＤ数 

 なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較分析は行っておりません。 

（以下、「(2）キャッシュ・フローの状況」及び「２ 生産、受注及び販売の状況」について同じ。）  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は2,030,626千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は223,638千円となりました。これは主に、税金等調整前

当期純利益が164,218千円計上され、増加要因として減価償却費が121,801千円、減少要因として売上債権の増加額

が88,245千円であったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は436,334千円となりました。これは主に、「ＲＭ２ 

Navi System」等ソフトウェアヘの投資額が178,764千円、長期性預金の預入による支出が100,000千円、投資有価

証券の取得による支出が53,350千円であったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は995,633千円となりました。これは主に、新株予約権

（第三者割当て）の一部行使に伴う株式の発行による収入が986,152千円であったこと等によるものであります。 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期  

決算年月 
平成14年 
３月 

平成15年 
３月 

平成16年 
３月 

平成17年 
３月 

平成18年 
３月 

ＡＳＰサービス 

ライト会員 

会員数 256 586 850 1,208 1,826 

会員別売上 

（千円） 
18,314 53,936 100,673 126,150 161,934 

レギュラー会員 

会員数 125 439 661 812 1,091 

会員別売上 

（千円） 
69,960 279,408 471,636 575,045 663,236 

会員数合計 381 1,025 1,511 2,020 2,917 

ＡＳＰサービス売上合計（千円） 88,274 333,344 572,309 701,195 825,170 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。 

(2）受注実績 

 当社グループでは、概ね受注から納品までの期間が短く、受注管理を行う必要性が乏しいため記載を省略してお

ります。 

(3）販売実績 

 当社グループはインターネットを活用した与信管理サービス事業を行っております。当連結会計年度の販売実績

をサービス分野別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．与信意思決定サービス「ｅ－与信ナビ」及び関連サービスを利用できる会員向けサービス 

３．「ｅ－与信ナビ」及び動態管理サービスである「ｅ－管理ファイル」並びに関連サービスを利用できる会員

向けサービス 

４．その他には、「金融サービス」と「その他サービス」が含まれております。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループでは、継続的な成長を実現するために、ＡＳＰサービスの拡充、ＢＰＯ事業への取り組み、システム

等インフラの強化を行い、企業価値を高めるとともに、後述の「事業等のリスク」で挙げた様々なリスク要因の経営

への影響を最小化すべく、是正及び予防措置を講じていきます。 

(1）会員に対するサービスの浸透度合いについて  

 上場に伴うブランド及び信頼性の向上や当社グループならではの特徴的なサービスにより会員数は堅調に増加し

ております。しかしながら、入会後の会員に対するサービスの浸透度合いをさらに高めていくことが重要であると

認識しております。 

 これらに向けた取り組みとして、サービスの一層の拡充を行うと同時に、既会員企業と緊密な関係構築を行う専

門営業部隊を増員し対応してまいります。 

(2）システム障害の防止と対応について  

 当社グループの業務及び提供するサービスは、独自に開発したシステム「ＲＭ２ Navi System」によって大部

分が運営されております。 

 このシステムの安定的運用が経営上最も重要であると認識しております。 

 具体的には、２重化構成、24時間監視、バックアップシステム等の施策を行うことにより、かかる障害の発生に

伴う混乱及び損害発生の軽減に努めております。 

 さらに、障害発生時の緊急時対応計画手順書及び事業継続計画の整備や復旧訓練を実施しております。 

サービス分野別 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ＡＳＰサービス 

ライト会員向けサービス（千円）（注）２ 161,934 

レギュラー会員向けサービス（千円）（注）３ 663,236 

小計（千円） 825,170 

コンサルティングサービス 

ポートフォリオサービス及び 

マーケティングサービス （千円） 
180,835 

その他（千円）（注）４ 42,040 

小計（千円） 222,875 

合計（千円） 1,048,046 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断上、あるいは、当社グループの事業活

動を理解する上で重要であると考えられる事項については、投資者に対する情報開示の観点から積極的に開示してお

ります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針であります。また、以下の記載はすべてのリスク要因を網羅するものではありませんので、この点ご留

意ください。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

（現在の事業内容に関するリスクについて） 

① 株式会社東京商工リサーチへの依存度について 

 当社グループの事業において、企業情報のデータベースの質、量、継続利用性は当社グループの事業を継続す

る上で不可欠なものとなっております。当社グループは設立以来、当社株主でもある株式会社東京商工リサーチ

の有する企業データベースを利用しておりますが、当連結会計年度において当社グループの情報利用料全体に占

める割合は92.7％であります。両社間の情報利用契約の期限は平成21年３月31日となっており、以後１年毎の自

動継続契約になっております。当連結会計年度末現在、同社は当社株式の6.18％を保有しており、今後も継続的

に保有する意向であります。また、当社グループは、同社との間に今後も良好な関係を維持するための関係を構

築しております。しかしながら、何らかの理由により当該情報利用契約が継続されない場合は、当社グループの

事業の継続性に極めて重大な影響を及ぼす可能性があります。 

② 単一事業への依存について 

 当社グループは、現在のところ、コンサルティングサービスの収益の割合が増加したものの、インターネット

を利用した与信管理サービス事業（以下「ＡＳＰサービス」という。）が主な事業となっております。今後は、

ＡＳＰサービスを核としつつ、業務提携や周辺ビジネスヘの取り組み等を積極的に展開し、当該事業以外からの

収益確保を目標に掲げております。しかしながら、業務提携や周辺ビジネスヘの取り組みが成功するか否かとい

うことは不明確であると言えます。 

③ 顧客情報の流出の可能性及び影響について 

 当社グループでは、会員企業に係る情報及びその他企業情報等多くの機密情報を扱っており、情報の取扱いに

は細心の注意を払っております。情報の取扱いに係わる社内規程の整備、定期的な社員教育の実施、システムの

セキュリティ強化、情報取扱い状況の内部監査等を推進するとともに、「ＩＳＭＳ適合性評価制度」（注）認証

の取得等、会員企業の情報管理の強化に努めておりますが、万一、外部からの不正アクセスや社内管理体制の瑕

疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や社会的信用の失墜により、業績に

重大な影響を及ぼす可能性があります。 

(注）ＩＳＭＳ適合性評価制度 

企業の情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）が、ISMS認証基準（Ver.2.0）に準拠していること

を認定する、財団法人 日本情報処理開発協会（JIPDEC）の評価制度。 

④ システム障害について 

 当社グループでは、耐震性・防火性に優れた建物に機器等を設置し、24時間365日でのシステム稼動状況監

視、電源及びシステムの二重化、外部からの不正侵入を検知する装置の導入、システムの大規模障害を想定した

定期的な復旧テストの実施、システム運用規程の整備、システム運用に関する内部監査を行うとともに

「ISO/IEC20000（ＩＴサービスマネジメントシステム）」（注）認証取得等の対策を実施しております。しかし

ながら、当社グループの事業においてインターネットを利用することによる外部からの不正な手段による通信の

妨害、基幹通信ネットワークの障害、ネットワーク・サーバー等の機器動作不良、プログラムの動作不良、自然

災害等の不測の事態が生じた場合、当社グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。 

(注）ISO/IEC20000（ＩＴサービスマネジメントシステム） 

ＩＴを使用してサービスを提供する組織が、サービス品質及び顧客満足度向上のためにP・D・C・A（Plan・

Do・Check・Act）サイクルを用いて継続的にサービス及びシステム運用を改善するための仕組み。 



（競合について） 

 当社グループは、インターネットを利用して、格付付与及び与信限度額の提供等の与信管理サービス事業を行っ

ております。同様のサービスを行う企業は数社存在いたしますが、現時点は当社グループの事業領域において先行

者メリットを十分に享受し優位性を確保していると認識しております。しかし、当該事業は参入障壁が低く、新規

参入者は増加すると予想されるため、例えば大手の企業信用情報提供会社等、競合他社の出現による会員企業数の

減少及び競争激化等による収益性悪化により、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

（サービスの陳腐化について） 

 インターネット関連技術及びそのビジネスモデルは変化が速いため、インターネットを積極的に利用している事

業者は一定水準のサービスの提供を維持するためには、技術革新及びビジネスモデルの変化に積極的かつ柔軟に対

応していく努力が必要であり、主として「ＲＭ２ Navi System」の機能追加及びセキュリティ強化のためのハー

ドウェア増設に年間350,000千円を計画しております。このように、当社グループは今後も不断な経営努力を行っ

ていく方針ですが、新サービス導入または既存サービス強化のために必要な新しい技術及びビジネスモデルを何ら

かの理由で適時かつ効果的に採用・応用できない可能性があります。また、新しいインターネット関連技術及びビ

ジネスモデルの変化への対応には、相当の時間と費用が必要となる可能性があります。そのような状況が現出した

場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

（新規事業に伴うリスクについて） 

 現在、当社グループは、これまでの与信管理サービス事業から得たノウハウを活用し、新規事業を展開していく

方針であります。しかしながら、当社グループとしては、未経験分野もあり、不確定要素があることも否めませ

ん。これらの新規事業展開、業務提携に何らかの支障が発生する場合、あるいは予想以上の投資コストが必要にな

る場合等、現状では予測し得ない事態が発生する可能性は否定できず、かかる事態が発生した場合、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 

（知的財産権について） 

 当社グループはこれまで、著作権法を含めた知的財産権に関して他社の知的財産権を侵害したとして、損害賠償

や使用差止の請求を受けたことはありません。当社グループでは知的財産権の侵害を行っていないものと認識して

おりますが、当社グループの事業分野における知的財産権の現況を完全に把握することは困難であり、当社グルー

プが把握できていないところで他社が特許権等を保有している可能性は否めません。また、今後当社グループの事

業分野における第三者の特許権が新たに成立し、損害賠償または使用差止等の請求を受ける可能性はあり、その場

合当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（その他） 

① 新株予約権（ストックオプション）の付与について 

 当社では、社員の業績向上に対する意欲や士気を高め、また優秀な人材を獲得する目的で新株予約権を付与し

ております。当連結会計年度末現在、新株予約権による潜在株式総数は2,766株であり、これらの新株予約権が

全て行使された場合、発行済株式総数の6.8％にあたります。今後も将来にわたって当社の成長に大きな貢献が

期待できる社員には、新株予約権の付与を行っていく方針でありますが、付与された新株予約権の行使により発

行された新株は、将来的に当社株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成へ影響を

及ぼす可能性があります。 

② 新株予約権（第三者割当て）について 

 新株予約権（第三者割当て）につきましては、積極的な事業投資、設備投資資金の調達の手段でありますが、

その行使において、投資家の保有株式の価値を希薄化する要因になります。 

③ 配当政策について 

 当社グループは、ＩＴ業界特有の急激な技術革新とスピードに迅速かつ柔軟に対応すべく、設立以来、将来の

設備投資に備え、内部留保の充実を最優先課題として取り組んでおります。今後しばらくは、内部留保の充実を

優先した配当政策を継続していく予定ですが、同時に、株主に対する利益還元も重要な課題であるとの認識にた

ち、財政状態や経営成績とのバランスを考慮しつつ、できるだけ早期に、利益に応じた配当の実施を目指す所存

です。 



④ 人材について 

 当社は、当連結会計年度末現在において取締役４名（うち非常勤１名）、監査役３名（うち非常勤２名）及び

従業員が連結で53名、個別で51名と小規模であり、内部管理体制もこの規模に応じたものになっております。今

後、事業拡大に伴い、積極的な採用活動を行っていくとともに、従業員の育成に取り組み、人員の増強を進め、

内部管理体制の一層の拡充をはかる方針であります。しかしながら、優秀な人材をタイムリーに獲得することは

容易ではなく、必要な人材を採用できない、あるいは採用が遅れた場合は、適切かつ充分な組織対応ができず、

効率的な事業運営に支障をきたす可能性があります。また、各部署において相当数の社員が、短期間のうちに退

職した場合も、事業運営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 訴訟について 

 当社グループの情報販売（格付情報）は「企業の格付けをする」という観点から、その格付情報を不服とし

て、格付対象企業より訴訟を起こされる可能性があります。当社グループのサービス利用においては、会員企業

との間に守秘義務契約があり、第三者からの格付情報を不服とする訴訟については、契約上起こる可能性は少な

いと考えますが、訴訟という事態になり係争が長期化する場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社名 相手先の名称 契約の名称 契約内容 契約期間 

提出会社 株式会社東京商工リサーチ 
TSR企業情報利用基

本契約書 

TSR企業情報の取扱

いに関する基本契

約 

平成12年12月１日から平成21

年３月31日まで（以降、１年

ごと自動更新） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）経営成績の分析 

① 売上高の分析 

 当連結会計年度の売上高は1,048,046千円となりました。主力のＡＳＰサービスにつきましては、会員顧客が

順調に伸び、ライト会員が1,826会員（前期比618会員増）、レギュラー会員が1,091会員（前期比279会員増）、

合計2,917会員（前期比897会員増）となったことに伴い、売上高はライト会員向けで161,934千円、レギュラー

会員向けで663,236千円、合計825,170千円となりました。コンサルティングサービスにつきましては、ポートフ

ォリオサービス及びマーケティングサービスが180,835千円、その他の売上高が42,040千円、合計222,875千円と

なりました。これは主に、ポートフォリオサービスが会員入会初期に提供される場合が多く、新規会員が増加し

たこと、また既会員からのリピート需要の取り込みに成功したこと、また、ＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソ

ーシング）子会社を設立したことによるマーケティングサービスの新規事業が順調に稼動し、売上高の増加に寄

与したことに伴うものであります。 

② 収益の分析 

 会員数が順調に推移したことに伴い売上高が増加したものの、提供するサービスへの顧客満足度の向上のため

原価部隊の人員を増加したこと、「ＲＭ２ Navi System」のソフトウェア及びシステムサーバーの増強による

減価償却費が増加したこと等により、売上総利益は789,945千円（売上比75.4％）となりました。販売費及び一

般管理費につきましては、上場維持費用及び内部管理体制強化等のための費用増加があったため、営業利益は

173,616千円（売上比16.6％）となりました。経常利益につきましては、新株予約権（第三者割当て）を発行し

た費用があったため、164,779千円（売上比15.8％）となりました。また、創業からの繰越欠損金が一掃され税

効果会計適用後の税金費用の負担率が増加したことに伴い、当期純利益は107,922千円（売上比10.3％）となり

ました。 

(2）財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、2,942,565千円となりました。 

流動資産は、新株予約権（第三者割当て）を発行し、その一部が行使されたことによる収入があったため、現金

及び預金が増加し、2,344,765千円となりました。 

固定資産は、「ＲＭ２ Navi System」等システム増強に投資を行った他、投資有価証券を取得したこと等によ

り、597,799千円となりました。 

流動負債は、増益に伴い繰越欠損金が解消され未払法人税等が増加したこと、固定資産の取得等により未払金が

増加したこと等により、163,998千円となりました。 

純資産は2,764,893千円となりました。これは新株予約権（第三者割当て）の発行による資金調達を行ったこと

によるもので、この結果、株主資本比率は93.9％となりました。 

(3）今後の戦略 

 今後の見通しにつきましては、企業収益の好調を背景とした民間設備投資の堅調な増加や雇用環境の改善、個人

消費の持ち直し等、着実な回復が予想されるなか、景気への影響を及ぼす不確定要素があるものの、当面景気回復

が続くものと予想されます。また、当社グループを取り巻く経済環境は、前年度に引続き、お客様のサービス選別

はますます厳しくなることが考えられます。 

 こうした状況下、当社グループは、与信管理サービス事業を核としつつ、ＡＳＰサービスの拡充、周辺ビジネス

に関するＢＰＯ事業への取り組み等を積極的に展開し、法人会員数を増加させてまいります。また、具現化を促進

する手段として、業務提携、資本参加も検討し進めてまいります。 

① ＡＳＰサービスの拡充 

 会員データベースをより整備、強化した上で、当社ＩＴ運用技術を活かして、与信管理サービスだけでなく、

営業支援系サービス、人事関連サービス等も展開し、ＡＳＰサービスを拡充してまいります。  

② ＢＰＯ事業への取り組み 

 与信管理サービスをコア事業と位置付けつつ、コア事業の拡大に資する周辺ビジネスや相乗効果が期待できる

ＢＰＯ事業、新規ビジネス等に積極的に取り組んでまいります。  

③ システム等のインフラの強化  

 当社は、独自に開発したシステム「ＲＭ２ Navi System」により、特徴的なサービスを提供することが可能

となっております。機能強化とともに処理能力の増強、情報セキュリティレベルの向上に努めてまいります。  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資の総額は、241,490千円であります。その主な内容は、機能的で利便性の高いサ

ービスの提供、安定的なシステムの構築、販売競争の激化への対応及び顧客サービスの充実を図ることを目的とした

機能追加のためのソフトウェアの開発190,098千円及びシステムサーバー等増設28,756千円、事務所のレイアウト変

更に伴う什器等10,739千円及び間仕切工事等11,213千円であります。 

 また、当連結会計年度において重要な設備の除却及び売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当社における主要な設備は以下のとおりであります。 

平成18年３月31日現在 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．本社建物は賃借しており、年間賃借料は44,358千円であります。 

３．大阪支社は賃借しており、年間賃借料は5,269千円であります。 

４．名古屋営業所は賃借しており、年間賃借料は4,367千円であります。 

５．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、（ ）

は外数で臨時雇用者の年間の平均人数であります。 

(2）国内子会社 

 重要な設備はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度における当社グループの設備投資の計画は以下のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

２．完成後の増加能力についての記載は困難なため、省略しております。 

(2）重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 

建物 器具備品 ソフトウェア 合計 

本社 

（東京都千代田区） 
統括業務施設 16,162 69,075 326,502 411,740 44（ 6） 

大阪支社 

（大阪市中央区） 
業務施設 1,984 3,678 － 5,662 4（－） 

名古屋営業所 

（名古屋市中村区） 
業務施設 1,216 554 － 1,771 3（－） 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

提出会社 
本社 

（東京都千代田区） 

「ＲＭ２ Navi 

System」機能追

加  

150,000 － 自己資金 
平成18年

４月  

平成19年

３月  
－ 

提出会社 
本社 

（東京都千代田区） 

「ＲＭ２ Navi 

System」セキュ

リティ運用強化 

250,000 － 自己資金 
平成18年

４月  

平成20年

３月  
－ 

提出会社 
本社  

（東京都千代田区） 

「ＲＭ２ Navi 

System」の増強  
250,000 － 自己資金 

平成18年

４月  

平成20年

３月 
－ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

(ア）平成16年６月29日定時株主総会において、特別決議された旧商法第280条ノ20、第280条ノ21及び第280条ノ27

の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

２．新株予約権の行使期間は、取締役会による新株予約権の発行決議において、平成16年６月29日定時株主総会

で決議された権利行使期間の範囲内で定めております。 

３．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権の目的たる株式数は、次の算式

により調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使してい

ない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 152,316 

計 152,316 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 40,507 40,507 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 40,507 40,507 － － 

区分 

新株予約権 (1） 新株予約権 (2） 

事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 631 同左 86 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 

（株） 

1,893 

（注）１、３、８ 
同左 

258 

（注）１、３、８ 
同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
53,334 

（注）４、８ 
同左 

53,334 

（注）４、８ 
同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成18年７月２日 

至 平成26年６月29日 

（注）２ 

同左 

自 平成18年７月２日 

至 平成26年６月29日 

（注）２ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額（円） 

発行価格   53,334 

資本組入額 26,667 

（注）８ 

同左 

発行価格   53,334 

資本組入額 26,667 

（注）８ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５、６ 同左 （注）５、６ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）７ 同左 （注）７ 同左 



４．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行う場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が行使価額を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く。）を行う時は、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

５．新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権行使期間内であっても、当社株式が証券取引所へ上場されていない、もしくは、店頭市場に公

開されていない場合、新株予約権を行使できないものとする。 

③ 権利行使期間別の行使可能株数を以下のとおりとする。 

新株予約権の割当てを受けた者は、割当てられた新株予約権を次の各号の期間の区分に従い、当該各号に

掲げる割合の限度において行使することができる。この場合において、権利を行使することができる本新

株予約権に係る株式数が１株の整数倍でない時には、１株式の整数倍に切り上げた数とする。 

１）起算日から１年を経過した日までは、権利を割当てられた株式数の３分の１に達するまで権利行使をす

ることができる。 

２）起算日から２年を経過した日までは、権利を割当てられた株式数の３分の２に達するまで権利行使をす

ることができる。 

３）起算日から２年を経過した日の翌日から、平成26年６月29日までは権利を割当てられた株式数のすべて

について権利を行使することができる。 

（注１）前項において「起算日」とは、平成18年７月２日もしくは、当社株式が証券取引所へ上場または

店頭市場に公開した日の何れか遅い日とする。 

（注２）権利付与日以降、未行使の新株予約権の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整後の株

式数により行使可能株式数の判定を行う。 

④ 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位

にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りで

はない。 

⑤ 割当てを受けた者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は１名に限り権利を承継することができ

る。ただし、再承継はできない。 

⑥ 新株予約権は、発行時に割当てを受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。 

⑦ その他権利行使の条件については、定時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

６．新株予約権の消却事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案、また

は、当社が分割会社となる会社分割についての分割計画書、分割契約書承認の議案（株主総会の承認を要

しない会社分割の場合は取締役会決議）並びに株式移転の議案が株主総会で承認された時は、新株予約権

は無償で消却することができる。 

② 新株予約権者が権利行使をする前に、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位喪失により新株予約権

を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

７．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡する時は、取締役会の承認を要する。 

８．平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

調 整 後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋

新規発行または
処分株式数 

×
１株当たり払込金額 
または処分価額 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 



(イ）平成17年６月29日定時株主総会において、特別決議された旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき

発行した新株予約権は次のとおりであります。 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

 ２．新株予約権の行使期間は、取締役会による新株予約権の発行決議において、平成17年６月29日定時株主総会

で決議された権利行使期間の範囲内で定めております。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権の目的たる株式数は分割または併合の比率に応

じ、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行

使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。 

４．新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が行使価額を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新

株式を発行する場合を除く。）を行う時は、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。  

区分 

新株予約権(3） 新株予約権(4） 新株予約権(5） 

事業年度末現在 

(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在

(平成18年５月31日) 

事業年度末現在 

(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在

(平成18年５月31日))

事業年度末現在 

(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 

(平成18年５月31日) 

新株予約権の数

（個） 
202 同左 3 同左 － 38 

新株予約権の目的と

なる株式の種類 
普通株式 同左 普通株式 同左 － 普通株式 

新株予約権の目的と

なる株式の数（株） 

606 

（注）１、３、８ 
同左 

9 

（注）１、３、８ 
同左 － 

114 

（注）３、８ 

新株予約権の行使時

の払込金額（円） 

495,091 

（注）４、８ 
同左 

471,000 

（注）４、８ 
同左 － 

374,278 

（注）４、８ 

新株予約権の行使期

間 

自 平成19年７月１日 

至 平成27年６月29日 

（注）２ 

同左 

自 平成19年７月１日

至 平成27年６月29日

（注）２ 

同左 － 

自 平成19年７月１日

至 平成27年６月29日

（注）２ 

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

格及び資本組入額

（円） 

発行価格   495,091 

資本組入額 247,546 

（注）８ 

同左 

発行価格   471,000

資本組入額  235,550

（注）８ 

同左 － 

発行価格    374,278

資本組入額  187,139

（注）８ 

新株予約権の行使の

条件 
（注）５、６ 同左 （注）５、６ 同左 － （注）５、６ 

新株予約権の譲渡に

関する事項 
（注）７ 同左 （注）７ 同左 － （注）７ 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

調 整 後 
行使価額 

＝ 
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋

新規発行または
処分株式数 

×
１株当たり払込金額 
または処分価額 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 



５．新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権行使期間内であっても、当社株式が証券取引所へ上場されていない場合、新株予約権を行使で

きないものとする。 

③ 権利行使期間別の行使可能株数を以下のとおりとする。 

新株予約権の割当てを受けた者は、割当てられた新株予約権を次の各号の期間の区分に従い、当該各号に

掲げる割合の限度において行使することができる。この場合において、権利を行使することができる本新

株予約権に係る株式数が１株の整数倍でない時には、１株式の整数倍に切り上げた数とする。 

１）起算日から１年を経過した日までは、権利を割当てられた株式数の３分の１に達するまで権利行使をす

ることができる。 

２）起算日から２年を経過した日までは、権利を割当てられた株式数の３分の２に達するまで権利行使をす

ることができる。 

３）起算日から２年を経過した日の翌日から、平成27年６月29日までは権利を割当てられた株式数のすべて

について権利を行使することができる。 

（注１）前項において「起算日」とは、平成19年７月１日とする。 

（注２）権利付与日以降、未行使の新株予約権の目的たる株式の数の調整が行われた場合は、調整後の株

式数により行使可能株式数の判定を行う。 

④ 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位

にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りで

はない。 

⑤ 割当てを受けた者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は１名に限り権利を承継することができ

る。ただし、再承継はできない。 

⑥ 新株予約権は、発行時に割当てを受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。 

⑦ 新株予約権行使日の前日の大阪証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たり払込価格の1.3倍以

上であることを要する。  

⑧ その他の条件については、株主総会決議に基づく取締役会決議及び新株予約権の割当てを受けた者と当社

の間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

６．新株予約権の消却事由及び消却条件 

① 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案、また

は、当社が分割会社となる会社分割についての分割計画書、分割契約書承認の議案（株主総会の承認を要

しない会社分割の場合は取締役会決議）並びに株式移転の議案が株主総会で承認された時は、新株予約権

は無償で消却することができる。 

② 新株予約権者が権利行使をする前に、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位喪失により新株予約権

を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

７．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。 

８．平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 



(ウ）平成17年12月８日取締役会の決議に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

(ａ）新株予約権（第三者割当て）（1）  

 （注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行しまたはこれに代えて当社の保有する当社普通

株式を移転（以下当社普通株式の発行または移転を「発行・移転」という。）する数は、行使請求に係る本

新株予約権の数に10,000,000円を乗じ、これを行使価額（以下に定義する。）で除した数とし、１株未満の

端数は切り捨てる。各本新株予約権の目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は、当該株式数

を行使請求に係る本新株予約権の数で除した数とする。 

 ２．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

 ① 各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。 

 ② 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を発行・移転する場合における株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という。）は、当初380,667円とする。 

３．行使価額の修正 

平成18年１月５日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（本新株予約権の行使請求の効力は、行使

請求に必要な書類の全部が行使請求受付場所に到着し、且つ当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべ

き額の全額が口座に入金された日に発生する。（以下「修正日」という。））の前日まで（当日を含む。）

の３連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値の平均値の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」とい

う。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合または下回る場合には、行使価額は、

当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。ただし、かかる修正後の行使価額が190,334円（以下「下

限行使価額」という。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。また、下限行使価額

は、第４項の規定を準用して調整される。上記３連続取引日の間に第４項に基づく調整の原因となる事由が

発生した場合には、当該３連続取引日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値は

当該事由を勘案して調整されるものとする。 

本新株予約権のいずれかの行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる行使の際に、当該

本新株予約権者に対し、修正後の行使価額を通知する。 

４．行使価額の調整 

① 当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第②号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じ

る場合または変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）

をもって行使価額を調整する。 

② 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

１）本項第④号２）に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通株式を新たに発行し、また

は当社の保有する当社の普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の発行・移転を請求できる新

株予約権の行使及び株式交換または合併により当社の普通株式を発行・移転する場合を除く。）  

調整後の行使価額は、払込期日以降またはかかる発行もしくは処分のための株主割当日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 100 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２、３、４ 同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成17年12月27日 

至 平成19年12月21日 

（注）５ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
（注）６ 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）７、８ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）９ 同左 

  
  

調 整 後 
行使価額 

  
  
＝ 

  
  

調整前 
行使価額  

  
  
× 

既発行株式数 ＋
新発行・
処分株式数 

×
１株当たりの発行・ 

処分価額  

    時価 

 既発行株式数＋新発行・処分株式数 



２）株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益

から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役会

で決議する場合は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを

適用する。 

なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本

組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方法により、

当社の普通株式を発行・移転する。 

この場合、１株の100分の１未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

３）本項第④号２）に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券または当社の普通株式の発行・移転を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行ま

たは付与する場合 

調整後の行使価額は、発行または付与される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが

当初の行使価額で行使され、または当初の転換価額で転換され、当社の普通株式が新たに発行されたも

のとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行され

る場合は発行日）以降、または、その証券の発行もしくは付与のための株主割当日がある場合は、その

日の翌日以降これを適用する。 

③ 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場

合は、行使価額の調整は行わない。ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額

を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用する。 

④１）行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。  

２）行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日

数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入する。 

３）行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない

場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、

当該日において当社の保有する当社の普通株式を控除した数とする。  

⑤ 本項第②号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

１）株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分

割、株式交換または合併のために行使価額の調整を必要とするとき。  

２）その他当社の普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。  

３）行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

⑥ 本項第②号の規定にかかわらず、本項第②号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が第３項に定

める行使価額の修正日と一致する場合には、本項第②号に基づく行使価額の調整は行わないものとする。

ただし、この場合も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。   

⑦ 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。ただし、本項第②号２）ただし書に示される株式分割の場合その他適

用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。ま

た、本項第⑥号の規定が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ効力を有す

る。  

５．平成17年12月27日から平成19年12月21日（第８項に基づく「新株予約権の消却事由及び消却の条件」の各号

に従って本新株予約権の全部または一部が消却される場合には、消却される本新株予約権については、消却

のための通知がなされた日）までとする。 

株式数 ＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に 
発行・移転された株式数 

調整後行使価額 



６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格  

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、第１

項に基づく「新株予約権の目的となる株式の数」記載の株式の数で除した額とする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本組入額  

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の資本組入額は、本項第①号記載の本新株予約権の

行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。 

７．新株予約権の行使の条件  

各本新株予約権の一部行使はできない。  

８．新株予約権の消却事由及び消却の条件  

① 当社は、本新株予約権の消却が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の発行日の翌日以

降、商法第280条ノ36の規定に従って通知し、且つ（本新株予約権証券が発行されている場合は）公告し

たうえで、当該消却日に、本新株予約権１個当たり37,500円の価額で、残存する本新株予約権の全部また

は一部を消却することができる。一部消却をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものと

する。 

② 当社は、当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認

決議した場合、商法第280条ノ36の規定に従って通知し、且つ（本新株予約権証券が発行されている場合

は）公告したうえで、当該消却日に、本新株予約権１個当たり37,500円の価額で、残存する本新株予約権

の全部を消却する。 

９．新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

なお、上記根拠条文等については、当初の契約書のとおりに記載しております。  

(ｂ）新株予約権（第三者割当て）（2）  

 （注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行しまたはこれに代えて当社の保有する当社普通

株式を移転（以下当社普通株式の発行または移転を「発行・移転」という。）する数は、行使請求に係る本

新株予約権の数に10,000,000円を乗じ、これを行使価額（以下に定義する。）で除した数とし、１株未満の

端数は切り捨てる。各本新株予約権の目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は、当該株式数

を行使請求に係る本新株予約権の数で除した数とする。 

 ２．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

 ① 各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。 

 ② 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を発行・移転する場合における株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という。）は、当初571,000円とする。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 100 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成17年12月27日 

至 平成19年12月21日 

（注）４ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
（注）５ 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）６、７ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）８ 同左 



３．行使価額の調整 

① 当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第②号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じ

る場合または変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）

をもって行使価額を調整する。 

② 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

１）本項第④号２）に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通株式を新たに発行し、また

は当社の保有する当社の普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の発行・移転を請求できる新

株予約権の行使及び株式交換または合併により当社の普通株式を発行・移転する場合を除く。）  

調整後の行使価額は、払込期日以降またはかかる発行もしくは処分のための株主割当日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。 

２）株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益

から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役会

で決議する場合は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを

適用する。 

なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本

組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方法により、

当社の普通株式を発行・移転する。 

この場合、１株の100分の１未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。 

３）本項第④号２）に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券または当社の普通株式の発行・移転を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行ま

たは付与する場合 

調整後の行使価額は、発行または付与される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが

当初の行使価額で行使され、または当初の転換価額で転換され、当社の普通株式が新たに発行されたも

のとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行され

る場合は発行日）以降、または、その証券の発行もしくは付与のための株主割当日がある場合は、その

日の翌日以降これを適用する。 

③ 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場

合は、行使価額の調整は行わない。ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額

を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用する。 

④１）行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。  

２）行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日

数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入する。 

３）行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない

場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、

当該日において当社の保有する当社の普通株式を控除した数とする。  

⑤ 本項第②号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

１）株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分

割、株式交換または合併のために行使価額の調整を必要とするとき。  

２）その他当社の普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。  

  
  

調 整 後 
行使価額 

  
  
＝ 

  
  

調整前 
行使価額  

  
  
× 

既発行株式数 ＋
新発行・
処分株式数 

×
１株当たりの発行・ 

処分価額  

    時価 

 既発行株式数＋新発行・処分株式数 

株式数 ＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に 
発行・移転された株式数 

調整後行使価額 



３）行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

⑥ 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。ただし、本項第②号２）ただし書に示される株式分割の場合その他適

用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

４．平成17年12月27日から平成19年12月21日（第７項に基づく「新株予約権の消却事由及び消却の条件」の各号

に従って本新株予約権の全部または一部が消却される場合には、消却される本新株予約権については、消却

のための通知がなされた日）までとする。 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格  

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、第１

項に基づく「新株予約権の目的となる株式の数」記載の株式の数で除した額とする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本組入額  

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の資本組入額は、本項第①号記載の本新株予約権の

行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。 

６．新株予約権の行使の条件  

各本新株予約権の一部行使はできない。  

７．新株予約権の消却事由及び消却の条件  

① 当社は、本新株予約権の消却が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の発行日の翌日以

降、商法第280条ノ36の規定に従って通知し、且つ（本新株予約権証券が発行されている場合は）公告し

たうえで、当該消却日に、本新株予約権１個当たり5,000円の価額で、残存する本新株予約権の全部また

は一部を消却することができる。一部消却をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものと

する。 

② 当社は、当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認

決議した場合、商法第280条ノ36の規定に従って通知し、且つ（本新株予約権証券が発行されている場合

は）公告したうえで、当該消却日に、本新株予約権１個当たり5,000円の価額で、残存する本新株予約権

の全部を消却する。 

８．新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

なお、上記根拠条文等については、当初の契約書のとおりに記載しております。  



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．有償・第三者割当 

発行価格     65,000円 

資本組入額    50,000円 

割当先     株式会社東京商工リサーチ（260株）、アイ・ティー・エックス株式会社（200株） 

日商岩井株式会社（190株） 

２．有償・第三者割当 

発行価格     75,000円 

資本組入額    37,500円 

割当先     アイ・ティー・エックス株式会社（546株）、日商岩井株式会社（502株）、 

株式会社東京商工リサーチ（75株）、杉山和彦（20株） 

３．有償・第三者割当 

発行価格    125,000円 

資本組入額    62,500円 

割当先     アイ・ティー・エックス株式会社（800株）、日商岩井株式会社（800株） 

新規事業投資株式会社（240株）、大和銀企業投資投資事業有限責任組合（240株） 

エムエイチシーシー第一号投資事業有限責任組合（160株）、 

株式会社ＵＦＪキャピタル（160株） 

４．無償・減資 

 財務体質の改善を図るために、平成15年３月28日に資本金の額550,362千円を350,000千円減少して、

200,362千円といたしました。 

５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    550,000円 

引受価額    506,000円 

発行価額    382,500円 

資本組入額   191,250円 

払込金総額  1,012,000千円 

６．旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものでありま

す。 

７．平成17年11月18日付をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割したことによるものであります。 

８．新株予約権（第三者割当て）の行使によるものであります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

平成13年８月21日 

（注１） 
650 7,150 32,500 357,500 9,750 9,750 

平成13年12月27日 

（注２） 
1,143 8,293 42,862 400,362 42,862 52,612 

平成14年６月19日 

（注３） 
2,400 10,693 150,000 550,362 150,000 202,612 

平成15年３月28日 

（注４） 
－ 10,693 △350,000 200,362 － 202,612 

平成17年３月22日 

（注５） 
2,000 12,693 382,500 582,862 629,500 832,112 

平成17年８月１日  

（注６）  
－ 12,693 － 582,862 △686,396 145,715 

平成17年11月18日  

（注７）  
25,386 38,079 － 582,862 － 145,715 

平成17年12月28日 

～ 

平成18年１月17日  

（注８）  

2,428 40,507 501,205 1,084,067 501,203 646,918 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の株式のうち、信託業務に係わる株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）    3,246株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）  1,808株 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）  1,574株 

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口）    1,071株 

２．みずほ信託銀行株式会社より、平成18年２月27日付の大量保有（変更）報告書の写しの送付があり、平成18

年２月20日現在で同社と第一勧業アセットマネジメント株式会社の共同で5,939株（14.66％）の株式を所有

している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況では考慮しておりません。  

３．双日株式会社と同社の100％親会社である双日ホールディングス株式会社は、平成17年10月１日をもって双

日ホールディングス株式会社を存続会社とする合併を実施いたしました。また、同日付で双日ホールディン

グス株式会社は双日株式会社に商号変更しております。  

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 
端株の 
状況 
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 10 10 55 6 － 2,564 2,645 － 

所有株式数（株） － 8,144 761 21,133 241 － 10,228 40,507 － 

所有株式数の割合

（％） 
－ 20.10 1.88 52.17 0.59 － 25.25 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

双日株式会社 東京都港区赤坂６-１-20 11,368 28.06 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２-11-３  3,246 8.01 

株式会社東京商工リサーチ 東京都港区新橋１-９-６ 2,505 6.18 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）  
東京都中央区晴海１-８-11 1,808 4.46 

資産管理サービス信託銀行株式会

社（証券投資信託口）  

東京都中央区晴海１-８-12 

 晴海アイランドトリトンスクエア 

 オフィスタワーＺ棟  

1,574 3.88 

株式会社ニッシン 
東京都新宿区西新宿１-６-１ 

 新宿エルタワー25階 
1,500 3.70 

株式会社エヌアイデイ 千葉県佐原市玉造３-１-５ 1,200 2.96 

オリックス・キャピタル株式会社 東京都港区浜松町２-４-１ 1,200 2.96 

資産管理サービス信託銀行株式会

社（年金信託口）  

東京都中央区晴海１-８-12 

 晴海アイランドトリトンスクエア 

 オフィスタワーＺ棟  

1,071 2.64 

りそなキャピタル株式会社 東京都中央区京橋１-３-１ 1,050 2.59 

計 － 26,522 65.47 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下のとおりで

あります。 

① 平成16年６月29日定時株主総会決議（平成16年10月20日取締役会決議） 

 当該制度は、当社の取締役、監査役及び従業員（新株予約権発行日までに入社する者を含む。）に対し、旧商

法第280条ノ20、第280条ノ21及び第280条ノ27の規定に基づき、新株予約権を発行することを平成16年６月29日

の定時株主総会において特別決議したものであります。なお、その具体的な内容につきましては、平成16年10月

20日開催の取締役会において決議しております。 

 （注） 平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行っており

ます。これにより株式の数は1,950株に調整されております。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 40,507 40,507 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 40,507 － － 

総株主の議決権 － 40,507 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

決議年月日 平成16年10月20日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役４名、当社監査役１名、当社従業員18名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 650（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



② 平成16年６月29日定時株主総会決議（平成16年12月９日取締役会決議） 

 当該制度は、当社の取締役、監査役及び従業員（新株予約権発行日までに入社する者を含む。）に対し、旧商

法第280条ノ20、第280条ノ21及び第280条ノ27の規定に基づき、新株予約権を発行することを平成16年６月29日

の定時株主総会において特別決議したものであります。なお、その具体的な内容につきましては、平成16年12月

９日開催の取締役会において決議しております。 

 （注） 平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行っており

ます。これにより株式の数は267株に調整されております。 

③ 平成17年６月29日定時株主総会決議（平成17年７月20日取締役会決議） 

 当該制度は、当社の取締役、監査役及び従業員（新株予約権発行日までに入社する者を含む。）に対し、旧商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行することを平成17年６月29日の定時株主総会

において特別決議したものであります。 

 （注） 平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行っており

ます。これにより株式の数は612株に調整されております。 

決議年月日 平成16年12月９日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 89（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年７月20日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役３名、当社監査役２名、当社従業員37名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 204（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



④ 平成17年６月29日定時株主総会決議（平成17年８月10日取締役会決議） 

 当該制度は、当社の取締役、監査役及び従業員（新株予約権発行日までに入社する者を含む。）に対し、旧商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行することを平成17年６月29日の定時株主総会

において特別決議したものであります。 

 （注） 平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行っており

ます。これにより株式の数は９株に調整されております。 

⑤ 平成17年６月29日定時株主総会決議（平成18年４月18日取締役会決議） 

 当該制度は、当社の取締役、監査役及び従業員（新株予約権発行日までに入社する者を含む。）に対し、旧商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行することを平成17年６月29日の定時株主総会

において特別決議したものであります。 

 （注） 平成17年８月19日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株とする株式分割を行っており

ます。これにより株式の数は114株に調整されております。 

決議年月日 平成17年８月10日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） ３（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成18年４月18日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員９名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 38（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議をもって市場取引等によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定

めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、ＩＴ業界特有の急激な技術革新とスピードに迅速かつ柔軟に対応すべく、設立以来、将来の設備投資に備

え、内部留保の充実を最優先課題として取り組んでおります。今後しばらくは、内部留保の充実を優先した配当政策

を継続していく予定ですが、同時に、株主に対する利益還元も重要な課題であるとの認識にたち、財政状態や経営成

績とのバランスを考慮しつつ、できるだけ早期に、また、併せて、会社法施行後における配当政策を検討し、利益に

応じた配当の実施を目指す所存です。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成17年３月23日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．□印は、株式分割権利落後の株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議  － － － 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － 2,930,000 
2,410,000 

 □ 549,000 

最低（円） － － － 2,090,000 
904,000 

□ 272,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 334,000 428,000 549,000 544,000 435,000 397,000 

最低（円） 272,000 298,000 345,000 375,000 277,000 328,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役会長   杉山 和彦 昭和22年７月20日生 

昭和45年３月 北海道大学法学部卒業 

昭和45年４月 日商岩井株式会社（現 双日株式

会社）入社 

平成12年９月 当社設立、代表取締役社長 

平成16年６月 当社代表取締役会長 

平成17年６月 当社取締役会長（現任） 

240 

代表取締役社

長 
  菅野 健一 昭和44年５月16日生 

平成５年３月 慶應義塾大学法学部法律学科卒業 

平成５年４月 日商岩井株式会社（現 双日株式

会社）入社 

平成12年９月 当社設立、取締役 

平成16年２月 当社専務取締役ソリューション営

業部長兼ビジネス推進部管掌兼大

阪支社管掌 

平成16年６月 当社代表取締役社長（現任） 

60 

専務取締役 

管理ソリューシ

ョン部長兼デー

タ工場管掌兼経

営企画担当兼内

部監査担当 

藤本 太一 昭和46年５月８日生 

平成７年３月 大阪大学工学部生産加工学科卒業 

平成７年４月 日商岩井株式会社（現 双日株式

会社）入社 

平成12年９月 当社設立、取締役 

平成16年２月 当社常務取締役管理ソリューショ

ン部長兼データ工場管掌兼経営企

画担当兼内部監査担当 

平成16年６月 当社専務取締役管理ソリューショ

ン部長兼データ工場管掌兼経営企

画担当兼内部監査担当（現任） 

平成17年12月 リスモン・マッスル・データ株式

会社取締役（現任） 

平成18年６月 サイバックス株式会社取締役（現

任）  

60 

取締役   藤島 安之 昭和22年３月25日生 

昭和44年６月 東京大学法学部卒業 

昭和44年７月 通商産業省（現 経済産業省）入

省 

平成６年７月 中部通商産業局長 

平成９年７月 経済企画庁日本銀行政策委員会経

済企画庁代表委員 

平成10年７月 外務省パナマ共和国駐箚特命全権

大使 

平成14年６月 日商岩井株式会社（現 双日株式

会社）常務執行役員 

平成14年11月 株式会社ワコム取締役（現任） 

平成15年８月 当社取締役（現任） 

平成15年８月 株式会社日商岩井総合研究所（現

株式会社双日総合研究所）代表取

締役社長 

平成16年４月 双日株式会社取締役専務執行役員 

平成17年６月 日商エレクトロニクス株式会社取

締役（現任） 

平成17年10月 双日株式会社代表取締役専務執行

役員（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役藤島安之は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役細川喜央、花井正志及び榊原一久は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社は、法令または定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定め

る補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

４．当社では、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は次のとおりでありま

す。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役   細川 喜央 昭和16年５月７日生 

昭和40年３月 明治大学商学部卒業 

昭和40年４月 中井株式会社（現 株式会社日本

紙パルプ商事）入社 

昭和43年４月 日商株式会社（現 双日株式会

社）入社 

平成７年６月 サンロック総合開発株式会社代表

取締役専務 

平成14年６月 エヌアイパーソネル株式会社（現

ニスコム株式会社）顧問 

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

監査役   花井 正志 昭和29年２月19日生 

昭和52年３月 小樽商科大学卒業 

昭和52年４月 日商岩井株式会社（現 双日株式

会社）入社 

平成16年１月 当社監査役（現任） 

平成16年４月 双日株式会社法務部長（現任） 

－ 

監査役   榊原 一久 昭和40年12月21日生 

平成元年３月 中央大学法学部法律学科卒業 

平成５年10月 司法試験合格 

平成８年３月 司法修習終了 

平成８年４月 弁護士登録 東京弁護士会 

後藤・日浅法律事務所 勤務 

平成14年10月 後藤綜合法律事務所 パートナー

（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

－ 

        計 360 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

寺部 達朗 昭和47年３月15日生 

平成６年11月 会計士補登録 

平成７年３月 一橋大学経済学部卒業 

平成７年４月 日商岩井株式会社（現 双日株式会社）入社 

平成12年３月 イービストレード株式会社設立、執行役員（出向） 

平成15年10月 同社、執行役員 兼 シェアードサービス部管掌

（転籍） 

平成16年８月 ＲＢＭＪ株式会社設立、代表取締役（現任） 

－ 

役名及び職名 氏名 

執行役員 営業統括部長 

リスモン・マッスル・データ株式会社代表取締役 
戸松 広介 

執行役員 大阪支社長 兼 大阪営業部長 青井 貴之 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、「顧客を大切にし共に繁栄しよう」との企業理念のもと、直接の顧客はもとより株主をはじめとする利害関係者の

方々に対して社会的責任を全うすることを経営上の最大の目標としております。この目標達成の手段としてコーポレート・ガ

バナンスを捉え、経営の効率性、社会性の両面を総合的に判断し、迅速に対応できる企業統治体制を構築していきたいと

考えております。さらに、株主をはじめとする利害関係者の方々に対する経営情報の適時開示（タイムリー・ディスクロージ

ャー）を通じて、より透明性のある経営を行っていく所存であります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 当社は、監査役制度採用会社でありコーポレート・ガバナンスの充実のために、株主総会の充実、取締役会や監

査役会の一層の機能強化を図るとともに、積極的かつ継続的なディスクローズ活動・ＩＲ活動に取り組んでおりま

す。 

① 株主総会 

 株主総会は、会社の最高意思決定機関であり、会社の所有者である株主に対する貴重な情報提供及び情報交

換、権利行使の場であると認識しております。したがって、積極的なＩＲ活動とタイムリー・ディスクロージャ

ー精神のもと、株主の権利行使に適した環境を構築することを目的に、より開かれた株主総会にすべく、その運

営方法につきましては工夫を重ねていく所存です。 

② 取締役・取締役会 

 取締役会は、提出日現在、取締役４名で構成されており、原則として毎月１回開催し、必要に応じ臨時取締役

会を適宜開催しております。取締役会では、重要事項は全て付議され、業績の進捗についても討議し、対策等を

迅速に行っております。また、意思決定機関である取締役会に対して、審議機関として常勤取締役及び部課長等

で構成される「経営会議」を毎月１回、必要に応じて月２回開催しており、各事業部の状況や利益計画の進捗を

把握するとともに、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。 

③ 監査役・監査役会 

 当社は監査役制度を採用しており、提出日現在、常勤の監査役１名と非常勤の監査役２名（監査役３名は社外

監査役）で構成され、定期的に監査役会を実施しております。 

 監査役は、取締役会はもとよりその他重要会議には出席し、取締役の業務執行についての監査を行う他、重要

な決裁書類の閲覧、会計監査人及び内部監査担当者と３ヶ月に１回情報・意見交換を行う等連携を密にして、監

査の実効性と効率性の向上を目指しております。 

 また、監査役の員数が法令または定款に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を選任いたしま

した。補欠監査役寺部達朗は、社外監査役の要件を満たしております。 

④ 内部監査 

 当社では独立した内部監査室を設置しておりませんが、社長の命を受け、自己監査にならないよう担当もしく

は管掌を行っていない役員１名及び執行役員１名が相互に担当しております。監査役会及び会計監査人とも積極

的に連携し、会社の業務活動が適正・効率的に行われているかという観点から監査を行っております。 

⑤ 会計監査人・弁護士等その他第三者の状況 

 当社は、城東監査法人と旧商法特例法及び証券取引法に基づく監査について監査契約を締結し、当該監査法人

の監査を受けております。当事業年度において当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、同監査法人に所属

する椎野泰孝代表社員及び竹森順一社員であり、会計士補３名が補助者として監査業務に携わっております。 

 当社と会計監査人は、期中においても随時、月次決算について意見交換をしております。 

 また、当社は、平成18年６月29日開催の当社定時株主総会の決議をもって、業容拡大に伴いあずさ監査法人を

会計監査人として増員しております。 

 法律上の判断が必要な際には、随時顧問弁護士に確認をし、ステークホルダーとの間の協力体制の確保や、競

争原理を踏まえた適切な緊張関係に努めております。  



⑥ 内部統制とリスク管理体制 

 当社は、取締役会長を議長とした「コンプライアンス委員会」を設置、また「コンプライアンス規程」を制定

し、全従業員へ法規範遵守等の意識の浸透を図っており、内部統制の強化に努めております。さらに、従業員が

職制を超えて相談できる「コンプライアンス窓口」の運営を行っております。また、必要に応じて弁護士等の専

門家から経営判断においてアドバイスを受ける体制をとっております。 

 リスク管理体制といたしましては、ＩＳＭＳ適合性評価制度及びＩＳＯ20000の認証を取得しており、専務取

締役を議長とし、取締役及び部長により構成されるＩＴ戦略会議（ＩＴＳＣ）を中心に、リスクマネジメントシ

ステムに関する目標・計画の策定、社内規程、是正処置、改善処置、事業継続計画等の承認を行っております。

また、リスクに応じた有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備し、下部組織としてサービス向上委

員会及びセキュリティ向上委員会を設け、個別のリスクに対応できるよう危機管理体制の整備及び強化に努めて

おります。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、下図のとおりであります。 

(3）会社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

 社外取締役藤島安之は双日株式会社の代表取締役専務執行役員、社外監査役花井正志は同社の法務部長でありま

す。同社は、当社のその他の関係会社であり、当連結会計年度末現在、当社の発行済株式総数の28.06％を所有し

ておりますが、両者はそれぞれ当社が招聘したものであり、独自の経営判断を妨げるほどのものではなく、一定の

独立性が確保されているものと認識しております。 

 社外監査役細川喜央、榊原一久及び補欠監査役寺部達朗と当社との取引等の利害関係はありません。 

(4）最近１年間の取り組み状況 

 当社の会計監査人は城東監査法人でありますが、平成18年６月29日開催の当社定時株主総会の決議をもって、業

容拡大に伴い、会計監査体制の一層の充実強化を図るため、あずさ監査法人を会計監査人として増員いたしまし

た。 

 また、監査役の員数が法令または定款に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を選任いたしまし

た。補欠監査役寺部達朗は、社外監査役の要件を満たしております。 

 さらに、内部統制システム構築の重要な位置付けとして、ＩＴ戦略会議、その下部組織としてサービス向上委員

会及びセキュリティ向上委員会を発足いたしました。  



(5）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに会計監査人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。 

取締役及び監査役に対する役員報酬 

 （注）１．株主総会の決議による取締役年間報酬限度額は120,000千円、監査役年間報酬限度額は36,000千円でありま

す。（平成16年６月29日定時株主総会決議） 

２．当事業年度末現在の取締役の人数は４名、監査役の人数は３名であります。そのうち社外取締役１名及び社

外監査役１名に対しては、報酬を支払っておりません。 

会計監査人に対する監査報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  10,000千円 

上記以外の報酬はありません。 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 
（名） 

支給額 
（千円） 

支給人員 
（名） 

支給額 
（千円） 

支給人員 
（名） 

支給額 
（千円） 

定款または株主総会決議に基づく報酬 3 48,050 2 6,807 5 54,857 

利益処分による役員賞与 － － － － － － 

計 3 48,050 2 6,807 5 54,857 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、城東監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     1,929,413   

２．売掛金     201,474   

３．有価証券     141,201   

４．たな卸資産     2,169   

５．繰延税金資産     22,689   

６．その他     48,019   

貸倒引当金     △203   

流動資産合計     2,344,765 79.7 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物   23,498     

減価償却累計額   △4,134 19,363   

(2）器具備品   147,539     

減価償却累計額   △74,231 73,307   

有形固定資産合計     92,670 3.1 

２．無形固定資産         

(1）ソフトウェア     326,502   

(2）その他     438   

無形固定資産合計     326,941 11.1 

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券     53,350   

(2）繰延税金資産     688   

(3）その他     124,149   

投資その他の資産合計     178,187 6.1 

固定資産合計     597,799 20.3 

資産合計     2,942,565 100.0 

 



   
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．未払金     112,660   

２．未払法人税等     22,978   

３．その他     28,358   

流動負債合計     163,998 5.6 

負債合計     163,998 5.6 

   

（少数株主持分）         

少数株主持分     13,673 0.5 

   

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※１   1,084,067 36.8 

Ⅱ 資本剰余金     1,333,315 45.3 

Ⅲ 利益剰余金     347,509 11.8 

資本合計     2,764,893 93.9 

負債、少数株主持分及び

資本合計 
    2,942,565 100.0 

   



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     1,048,046 100.0 

Ⅱ 売上原価     258,100 24.6 

売上総利益     789,945 75.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   616,328 58.8 

営業利益     173,616 16.6 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   1,798     

２．金銭の信託の運用益   2,778     

３．その他   264 4,841 0.5 

Ⅴ 営業外費用         

１．新株発行費   12,506     

２．その他   1,172 13,679 1.3 

経常利益     164,779 15.8 

Ⅵ 特別利益         

１．固定資産売却益 ※２ 173 173 0.0 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産除却損 ※３ 733 733 0.1 

税金等調整前当期純利益     164,218 15.7 

法人税、住民税及び事

業税 
  19,511     

法人税等調整額   38,111 57,622 5.5 

少数株主損失     1,326 0.1 

当期純利益     107,922 10.3 

   



③【連結剰余金計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     832,112 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１．増資による新株の発行   501,203 501,203 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     1,333,315 

   

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     239,587 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．当期純利益   107,922 107,922 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     347,509 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
    

税金等調整前当期純利

益 
  164,218 

減価償却費   121,801 

貸倒引当金の増加額   90 

受取利息及び受取配当

金 
  △1,798 

金銭の信託の運用益   △2,778 

有価証券評価損   126 

新株発行費    12,506 

固定資産売却益   △173 

固定資産除却損   733 

売上債権の増加額   △88,245 

たな卸資産の増加額   △808 

未払金の増加額   16,050 

その他   6,535 

小計   228,259 

利息及び配当金の受取

額 
  1,699 

法人税等の支払額   △6,320 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  223,638 

 



   
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
    

長期性預金の預入によ

る支出 
  △100,000 

有価証券の取得による

支出 
  △40,115 

投資有価証券の取得に

よる支出  
  △53,350 

金銭の信託による支出   △30,000 

有形固定資産の取得に

よる支出 
  △33,521 

無形固定資産の取得に

よる支出 
  △178,764 

無形固定資産の売却に

よる収入 
  533 

その他   △1,115 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △436,334 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
    

株式の発行による収入   986,152 

新株予約権の発行によ

る収入 
  8,000 

少数株主への株式の発

行による収入 
  15,000 

株式上場に伴う支出   △13,518 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  995,633 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増

加額 
  782,937 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期

首残高 
  1,247,688 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末

残高 
  2,030,626 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

 リスモン・マッスル・データ株式会社 

 なお、リスモン・マッスル・データ

株式会社は、当連結会計年度において

新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

 ａ．売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平均法

により算定）を採用しておりま

す。 

 ｂ．満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採用し

ております。 

 ｃ．その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

② 運用目的の金銭の信託 

時価法を採用しております。 

③ たな卸資産 

 貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法  

① 有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建物    ６～18年  

 器具備品  ３～10年  

② 無形固定資産  

  定額法を採用しております。  

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。  

  (3）重要な繰延資産の処理方法 

① 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。  

② 創立費  

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

 



項目 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

  (4）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

  (5）重要なリース取引の処理方法  

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。  

  (6）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式40,507株であ

ります。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

従業員給与        213,142千円

貸倒引当金繰入 100千円

※２ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま

す。 

ソフトウェア        173千円

※３ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物        547千円

器具備品 186千円

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  1,929,413千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  － 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券） 

101,212千円

現金及び現金同等物 2,030,626千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

 １．売買目的有価証券 

 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

（退職給付関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社が保有するリース物件１件当たりの金額が少額で

あったため、注記を省略しております。 

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（千円） 

41,225 △126 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）売買目的有価証券  

ＭＲＦ 1,236 

(2）満期保有目的の債券  

非上場社債 99,976 

(3）その他有価証券  

非上場株式 53,350 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券         

(1）社債 99,976 － － － 

合計 99,976 － － － 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は退職給付制度を採用しておりませんので、該当

事項はありません。 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

① 繰延税金資産（流動）   

  未払事業税      3,128千円

  貸倒引当金   82千円

  繰越税額控除 25,388千円

  子会社欠損金 3,556千円

    小計 32,155千円

  評価性引当額 △9,466千円

   合計    22,689千円

② 繰延税金資産（固定）   

  減価償却超過額   688千円

   合計       688千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

 （調整）  

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 

2.0％

  住民税均等割等 2.9％

  税額控除 △13.5％

  子会社繰越欠損金 2.2％

  その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
35.1％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）において、当社グループはインターネッ

トを活用した与信管理ＡＳＰサービス及びコンサルティングサービスを提供することを主要事業としており、

情報サービス事業単一セグメントのため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）において、本邦以外の国または地域に所

在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）において、海外売上高がないため、該当

事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等につきましては、一般取引条件と同等に決定しております。 

(2）兄弟会社等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等につきましては、一般取引条件と同等に決定しております。 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の 
内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の 
兼任等 
（人） 

事業上の
関係 

その他の関

係会社及び

法人主要株

主  

双日株式会

社 

東京都 

港区 
130,549 卸売業 

（被所有） 

28.06 
2 

当社サー

ビスの利

用等 

資金の預入 500,000 － － 

受取利息 1,496 －  － 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の 
内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

役員の 
兼任等 
（人） 

事業上の
関係 

その他の関

係会社及び

法人主要株

主の子会

社  

日商エレク

トロニクス

株式会社 

東京都 

中央区 
14,336 卸売業 － － 

システム

開発・保

守  

固定資産の

購入 
31,077 未払金 20,475 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額      68,257.17円

１株当たり当期純利益金額       2,792.94円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
      2,653.65円

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（千円） 107,922 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 107,922 

 普通株式の期中平均株式数（株） 38,641 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） － 

 普通株式増加数（株） 2,028 

 （うち新株予約権（株）） (2,028) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

(1）平成17年６月29日定時株主

総会決議新株予約権 

（平成17年７月20日取締役会

決議） 

新株予約権の数 202個 

（平成17年８月10日取締役会

決議） 

新株予約権の数 ３個 

(2）平成17年12月８日取締役会

決議新株予約権（第三者割

当て） 

新株予約権の数 100個 



（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

新株予約権の発行（平成18年４月18日取締役会決議） 

 平成17年６月29日開催の当社定時株主総会で承認され

ました商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行につい

て、平成18年４月18日開催の取締役会において具体的な

内容を決議し、以下のとおり発行いたしました。 

 ① 新株予約権の発行日 平成18年４月18日  

 ② 新株予約権の発行数 38個 

 ③ 新株予約権の発行価額 無償 

 ④ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

              普通株式 114株 

 ⑤ 新株予約権の行使に際しての払込金額 

              １株当たり 374,278円 

 ⑥ 新株予約権の行使期間 自 平成19年７月１日 

              至 平成27年６月29日 

 ⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

    発行価格 374,278円 資本組入額 187,139円 

 ⑧ 新株予約権の割当を受けた者及び人数 

              当社従業員 ９名 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     1,247,688     1,836,412   

２．売掛金     113,229     201,474   

３．有価証券     －     141,201   

４．貯蔵品     1,361     2,169   

５．金銭の信託     －     32,765   

６．前払費用     20,486     14,012   

７．繰延税金資産     61,488     22,689   

８．その他     0     3,142   

貸倒引当金     △113     △203   

流動資産合計     1,444,142 81.7   2,253,665 76.7 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物   13,037     23,498     

減価償却累計額   △2,574 10,463   △4,134 19,363   

(2）器具備品   108,404     147,539     

減価償却累計額   △50,800 57,603   △74,231 73,307   

有形固定資産合計     68,066 3.8   92,670 3.2 

２．無形固定資産               

(1）商標権     307     257   

(2）ソフトウェア     232,461     326,502   

(3）電話加入権     180     －   

(4）その他      －     180   

無形固定資産合計     232,950 13.2   326,941 11.1 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券     －     53,350   

(2）関係会社株式     －     85,000   

(3）長期性預金     －     100,000   

(4）長期前払費用     －     1,055   

(5）敷金     23,083     －   

(6）繰延税金資産     －     688   

(7）その他     －     23,093   

投資その他の資産合計     23,083 1.3   263,187 9.0 

固定資産合計     324,100 18.3   682,799 23.3 

資産合計     1,768,242 100.0   2,936,465 100.0 

                

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．未払金     80,004     112,537   

２．未払法人税等     7,288     22,918   

３．未払消費税等     11,630     －   

４．前受金     5,995     7,029   

５．預り金     8,760     10,331   

６．その他     －     11,246   

流動負債合計     113,680 6.4   164,064 5.6 

負債合計     113,680 6.4   164,064 5.6 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   582,862 33.0   1,084,067 36.9 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   832,112     646,918     

２．その他資本剰余金               

(1）資本金及び資本準備
金減少差益 

  －     686,396     

資本剰余金合計     832,112 47.1   1,333,315 45.4 

Ⅲ 利益剰余金               

１．当期未処分利益   239,587     355,017     

利益剰余金合計     239,587 13.5   355,017 12.1 

資本合計     1,654,562 93.6   2,772,400 94.4 

負債・資本合計     1,768,242 100.0   2,936,465 100.0 

                



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  821,860 100.0 1,048,046 100.0 

Ⅱ 売上原価  192,709 23.4 258,100 24.6

売上総利益  629,150 76.6 789,945 75.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 449,477 54.7 608,601 58.1

営業利益  179,673 21.9 181,344 17.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※１ 1 1,779   

２．有価証券利息   － 19   

３．金銭の信託の運用益   － 2,778   

４．雑収入   9 －   

５．その他  － 11 0.0 264 4,841 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１．株式上場費用   18,697 －   

２．新株発行費   － 12,506   

３．その他   － 18,697 2.3 126 12,632 1.2

経常利益  160,987 19.6 173,553 16.6

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※３ － － － 173 173 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※４ － － － 733 733 0.1

税引前当期純利益  160,987 19.6 172,992 16.5

法人税、住民税及び事
業税 

 2,440 19,451   

法人税等調整額  16,005 18,445 2.3 38,111 57,562 5.5

当期純利益  142,541 17.3 115,429 11.0

前期繰越利益  97,045 239,587 

当期未処分利益  239,587 355,017 

     



売上原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 情報使用料  85,608 44.4 106,288 41.2

Ⅱ 労務費  17,354 9.0 30,962 12.0

Ⅲ 経費 ※２ 89,746 46.6 120,849 46.8

当期売上原価  192,709 100.0 258,100 100.0 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．サービスの維持管理に係わる情報使用料、労務費

及び経費を売上原価として計上しております。 

 １．         同左 

※２．主な経費の内容は、次のとおりであります。 ※２．主な経費の内容は、次のとおりであります。 

外注費 2,091千円

減価償却費 65,698千円

保守料 12,357千円

外注費  11,029千円

減価償却費   88,927千円

保守料   12,636千円



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  160,987

減価償却費  79,660

貸倒引当金の増加額  16

受取利息及び受取配当金  △1

株式上場費用  18,697

売上債権の増加額  △16,332

たな卸資産の減少額  408

未払金の減少額  △5,244

未払消費税等の増加額  554

預り金の増加額  7,915

その他  △3,726

小計  242,936

利息及び配当金の受取額  1

法人税等の支払額  △710

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 242,228

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △39,147

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △114,695

敷金の返還による収入  14,474

敷金の支払額  △4,453

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △143,821

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

株式の発行による収入  1,012,000

株式上場に伴う支出  △5,178

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,006,821

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 1,105,228

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 142,460

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 1,247,688

   



④【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（平成17年６月29日）  
当事業年度 

（平成18年６月29日）  

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  239,587   355,017 

Ⅱ 次期繰越利益  239,587   355,017 

     



重要な会計方針 

項目 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）         ──────  

  

(1）売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

  (2）         ──────  

  

(2）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採用してお

ります。 

  (3）         ──────  

  

(3）子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

  (4）         ──────   

  

(4）その他有価証券 

時価のないもの  

 移動平均法による原価法を採用して

おります。  

２．運用目的の金銭の信託の

評価基準及び評価方法  

           ──────  時価法を採用しております。 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物       ６年～18年 

器具備品     ３年～８年 

建物       ６年～18年 

器具備品     ３年～10年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 ────── 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

────── 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

 資産の総額の100分の１以下のため、前事業年度に区分

掲記しておりました「電話加入権」（当事業年度末の残

高180千円）は無形固定資産の「その他」に、「敷金」

（当事業年度末の残高23,093千円）は投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しております。 

 また、負債及び資本の合計額の100分の１以下のため、

前事業年度に区分掲記しておりました「未払消費税等」

（当事業年度末の残高6,882千円）は流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

────── （損益計算書）  

 営業外収益の総額の100分の10以下のため、前事業年度

に区分掲記しておりました「雑収入」（当事業年度の金

額264千円）は営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「預り金の増加

額」は、前期は「その他」に含めておりましたが、金額

的重要性が増したため区分掲記しました。 

 なお、前期の「その他」に含まれている「預り金の増

加額」は130千円であります。 

────── 



追加情報 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以降開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が4,848千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、同額減少し

ております。 

────── 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 42,772株

発行済株式総数 普通株式 12,693株

授権株式数 普通株式 152,316株

発行済株式総数 普通株式  40,507株

 ２        ──────  ２ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,570千

円であります。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１        ──────  ※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

受取利息 1,496千円

※２ 販売費に属する費用の割合は11.91％、一般管理費

に属する費用の割合は88.09％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費に属する費用の割合は12.77％、一般管理費

に属する費用の割合は87.23％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

従業員給与 153,309千円

役員報酬 44,931千円

外注費 26,948千円

広告宣伝費 25,969千円

地代家賃 32,529千円

支払手数料 50,602千円

減価償却費 13,962千円

貸倒引当金繰入 16千円

従業員給与        213,142千円

役員報酬       54,857千円

広告宣伝費       35,384千円

地代家賃       55,259千円

支払手数料       61,254千円

減価償却費       32,873千円

貸倒引当金繰入   100千円

※３        ────── ※３ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま

す。 

ソフトウェア        173千円

※４        ────── ※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物        547千円

器具備品 186千円



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,247,688千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 1,247,688千円

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社が保有するリース物件１件当たりの金額が少額で

あったため、注記を省略しております。 

同左 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社は退職給付制度を採用しておりませんので、該当

事項はありません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産（流動）   

  繰越欠損金 59,479千円

  未払事業税 1,963千円

  貸倒引当金 45千円

   合計 61,488千円

① 繰延税金資産（流動）   

  未払事業税      3,128千円

  貸倒引当金   82千円

  繰越税額控除 25,388千円

    小計 28,599千円

  評価性引当額 △5,910千円

   合計    22,689千円

② 繰延税金資産（固定）   

  減価償却超過額   688千円

   合計       688千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

 （調整）  

  住民税均等割等 1.5％

  税務上の繰越欠損金の利用 △30.5％

  その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
11.5％

法定実効税率 40.5％

 （調整）  

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 

1.8％

  住民税均等割等 2.7％

  税額控除 △12.8％

  その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
33.3％

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社には関連会社が存在しないため、該当事項はあり

ません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 130,352.33円

１株当たり当期純利益金額 13,262.16円

１株当たり純資産額      68,442.51円

１株当たり当期純利益金額       2,987.24円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
12,928.96円

 当社は、平成17年11月18日付で普通株式１株につき３

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報は、以下のとお

りとなります。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
      2,838.25円

１株当たり純資産額      43,450.78円

１株当たり当期純利益金額       4,420.72円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
      4,309.65円

区分 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円） 142,541 115,429 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 142,541 115,429 

 普通株式の期中平均株式数（株） 10,748 38,641 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 277 2,028 

 （うち新株予約権（株）） (277) (2,028) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

－ 

(1）平成17年６月29日定時株主

総会決議新株予約権 

（平成17年７月20日取締役会

決議） 

新株予約権の数 202個 

（平成17年８月10日取締役会

決議） 

新株予約権の数 ３個 

(2）平成17年12月８日取締役会

決議新株予約権（第三者割

当て） 

新株予約権の数 100個 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 新株予約権の発行（平成18年４月18日取締役会決議） 

 平成17年６月29日開催の当社定時株主総会で承認され

ました商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行につい

て、平成18年４月18日開催の取締役会において具体的な

内容を決議し、以下のとおり発行いたしました。 

 ① 新株予約権の発行日 平成18年４月18日  

 ② 新株予約権の発行数 38個 

 ③ 新株予約権の発行価額 無償 

 ④ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

              普通株式 114株 

 ⑤ 新株予約権の行使に際しての払込金額 

              １株当たり 374,278円 

 ⑥ 新株予約権の行使期間 自 平成19年７月１日 

              至 平成27年６月29日 

 ⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 

    発行価格 374,278円 資本組入額 187,139円 

 ⑧ 新株予約権の割当を受けた者及び人数 

              当社従業員 ９名 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 【株式】 

 【債券】 

 【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券  

その他有

価証券  

サイバックス株式会社  970 53,350 

小計 970 53,350 

計 970 53,350 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券  

満期保有

目的の債

券  

オリックス株式会社短期社債  100,000 99,976 

小計 100,000 99,976 

計 100,000 99,976 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券  
売買目的

有価証券 

（投資信託受益証券）      

ＭＲＦ  － 1,236 

証券投資信託受益証券（３銘柄）  19,001,934 39,989 

小計 － 41,225 

計 － 41,225 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 建    物  事務所のレイアウト変更に伴う間仕切り工事等  11,213千円 

 器 具  備 品  事務所のレイアウト変更に伴う什器等      10,739千円 

         システムサーバー等の増設           28,756千円 

 ソフトウェア  ＲＭ２ Navi Systemの増強          75,141千円 

         顧客管理システム               42,533千円 

         ｅラーニングコンテンツ            20,704千円 

         ＥＲＰシステム                19,500千円 

         営業支援ツールとの連携システム        16,800千円 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 13,037 11,213 752 23,498 4,134 1,765 19,363 

器具備品 108,404 40,178 1,044 147,539 74,231 24,288 73,307 

有形固定資産計 121,441 51,391 1,796 171,037 78,366 26,054 92,670 

無形固定資産               

商標権 499 － － 499 241 49 257 

ソフトウェア 406,604 190,098 800 595,902 269,399 95,697 326,502 

その他 180 － － 180 － － 180 

無形固定資産計 407,283 190,098 800 596,582 269,640 95,747 326,941 

長期前払費用 － 2,026 800 1,225 169 169 1,055 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．資本金、資本準備金及び普通株式が増加しているのは、新株予約権（第三者割当て）の行使によるものであ

ります。 

 ２．平成17年11月18日付をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割しております。 

 ３．旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）（注）１ 582,862 501,205 － 1,084,067 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１、２ （株） (12,693) (27,814) (－) (40,507) 

普通株式（注）１ （千円） 582,862 501,205 － 1,084,067 

計 （株） (12,693) (27,814) (－) (40,507) 

計 （千円） 582,862 501,205 － 1,084,067 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 

（注）１、３ 
（千円） 832,112 501,203 686,396 646,918 

（その他資本剰余金）            

資本金及び資本準備

金減少差益（注）３ 
（千円） － 686,396 － 686,396 

計 （千円） 832,112 1,187,600 686,396 1,333,315 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 113 203 － 113 203 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記金額には消費税等が含まれております。 

③ 貯蔵品 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

現金 1,151 

預金   

普通預金 1,835,260 

合計 1,836,412 

相手先 金額（千円） 

ソフトブレーン株式会社 12,600 

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター 8,803 

大和コンピューターサービス株式会社 7,961 

富士電機情報サービス株式会社 4,729 

株式会社パルタック 3,714 

その他 163,664 

合計 201,474 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

113,229 1,097,552 1,009,307 201,474 83.4 52.3 

区分 金額（千円） 

ＳＥＣＵＲ ＩＤカード 1,522 

ＩＣカード 139 

その他 508 

合計 2,169 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 決算期末から３ヶ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として当社の株式取扱規程において
定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他
やむをえない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載ＵＲＬ 
 http://www.aspir.co.jp/koukoku/3768/3768.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第５期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出

(2）臨時報告書 

 平成17年７月20日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプション制度に伴う新株予約権発

行）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成17年10月12日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。 

(4）半期報告書 

 （第６期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年11月30日関東財務局長に提出 

(5）有価証券届出書（新株予約権証券の発行）及びその添付書類 

 平成17年12月８日関東財務局長に提出 

(6）臨時報告書 

 平成17年12月21日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月29日

リスクモンスター株式会社       

  取締役会 御中   

  城東監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 椎野 泰孝  印 

  業務執行社員   公認会計士 竹森 順一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているリスク

モンスター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リ

スクモンスター株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月18日開催の取締役会において、ストックオプションと

しての新株予約権の具体的な内容を決議し、同日新株予約権を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成17年６月29日

リスクモンスター株式会社       

  取締役会 御中   

  城東監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 椎野 泰孝  印 

  業務執行社員   公認会計士 竹森 順一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているリスク

モンスター株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リスク

モンスター株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月29日

リスクモンスター株式会社       

  取締役会 御中   

  城東監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 椎野 泰孝  印 

  業務執行社員   公認会計士 竹森 順一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているリスク

モンスター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リスク

モンスター株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月18日開催の取締役会において、ストックオプションと

しての新株予約権の具体的な内容を決議し、同日新株予約権を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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